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中小企業組合の IT 化に関する研究

相馬一天

Ⅰ はじめに

経済産業省や総務省等の報告書をはじめとする日本の企業の IT化に関する資料を概観

すると，平成１２年頃から ITエコノミーが世界中で注目されはじめた。日本においても「e

−Japan構想」をはじめとして，現在に至るまで ITに関する政策が実施されてきた。経済

産業省は，その後，平成１８年度に策定した「ITの戦略的導入のための行動指針」におい

て「IT経営力指標」を策定しアンケート調査を複数回実施しており，平成２２年には４回

目の「IT経営力指標」を用いた企業の IT利活用に関する現状調査を報告している。

「平成２４年版情報通信白書」において IT１は成長のエンジンであり，あらゆる領域に活

用される万能ツール（General Purpose Technology）として，日本の成長戦略と課題解決

の要の位置にあると捉えている。

このように国家戦略としても重視されている ITであるが，国際競争力の観点からいえ

ば，先進諸国と比較して日本の農業，製造業，物流業，医療産業等の各産業では IT投資

の質も量も不足していることが課題となっている。国内総生産（Gross Domestic Product：

以下「GDP」とする）に対する IT支出の比率では，世界の平均が GDP比約３％であるの

に対して，日本は約１％に留まっている。これは，景気悪化傾向になると日本企業が設備

投資に支出を抑えることが原因の一つとして考えられている２。

国民１人当たり GDPは，一般に経済力や国民の豊かさを表す指標の一つであり，OECD

等の国際機関でも利用されている。図表１のとおり，OECD加盟国３４カ国中１番はルクセ

ンブルクで８４，７１３ドルとなっており，日本は３４，１３２ドルと１７番目である３。日本は，昭和

３５年当時６番に位置していたが，平成１２年以降は１８番前後を行き来している。なお，日本

の国民１人当たり GDPは，主要先進７カ国において５位と下位に位置しており，ITによ

る景気回復を目指したいところである。SNSや iPhoneの普及から容易に想像できるよう

にグローバル化が急速に進んでおり，IT化は遠い国の話と済ませるわけにはいかない状

況になっている。中小企業及び中小企業組合にとってもグローバル視野でビジネス環境を

捉えることが避けて通れないのである。川上から川下の業務効率化には，サプライチェー

ンを理解が望まれ，市場との対話にスマートフォンや SNSを用いることが不可欠になり
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１ 文中では ICTと表記している。
２ 経済産業省・厚生労働省・文部科学省［２０１１］『平成２３年度ものづくり基盤技術の振興施策 概要』。
３ OECD［２０１０］，OECD Fact book２０１０．（http://www.oecdtokyo.org/pub/statistics_japan.html, visited at２０１３０１１３）．
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出所：OECD［２０１０］，Fact book２０１０：Economic, Environmental and Social Statistics．を参考に筆者作成

つつある。

本論文では，中小企業組合の発展段階別 IT化のフレームワークを提示し，中小企業組

合の事例を当てはめ，中小企業組合の IT化に望まれる体制等について検証する。

具体的には，まず，中小企業及び中小企業組合の IT化に関して先行する報告書から IT

化の発展段階の類型を複数例示し，中小企業組合の IT化のフレームワークを提示する。

中小企業の現状の課題を経済産業省の「IT経営力指数」アンケート調査からいくつかの

課題を抽出し，中小企業組合の IT化の意義についてマクロ経営環境における IT化の動向

及び SNSが企業に与える影響を通じて概観するとともに，理論的枠組みとして，オープ

ンシステムやマーケティングの理論から中小企業組合の IT化の課題を述べる。そして，

全国中小企業団体中央会のアンケートや調査報告の先進事例から中小企業組合の IT化に

対して望まれる対策は何かを検証する。

図表１ GDP per capita, Production and income - Production - Size of GDP

US dollars, current prices and PPPs（Prices and purchasing power parities）

Ⅱ 中小企業及び中小企業組合の IT 化の現状の課題

１ 日本の中小企業及び中小企業組合の IT 化発展段階の定義

中小企業組合の IT化を類型化する上で発展段階に分類したうえで分析する。ここでは，

経済産業省と全国中小企業団体中央の分類を参考に中小企業及び中小企業組合の発展段階

の定義をする。

経済産業省の「IT経営力指標」によれば，IT化の段階を図表２のとおり，４つに分けて

いる。ステージ１は ITを導入したものの十分に活用ができていない状態，または ITを導
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出所：経済産業省［２０１０］『「IT経営力指標」を用いた企業の IT利活用に関する現状調査』を参考に筆者作成

出所：全国中小企業団体中央会『組合情報ネットワーク化指導マニュアル』４頁を参考に筆者作成

入したばかりの状態であり，「IT導入段階」である。ステージ２は業務における ITの活

用は進んでいるものの，ITの活用が部門ごとに完結されている部分最適の状態であり，「部

門内最適化段階」である。ステージ３は部門間の壁を越えて ITの活用が進んでおり，組

織全体で最適に活用されている状態であり，「組織全体最適化段階」である。ステージ４

は，自社の組織全体における最適な活用だけにとどまらず，取引先や顧客などを含めた企

業間・産業横断的に ITの活用が進んでいる状態であり，「企業・産業横断的最適化段階」

である。

全国中小企業団体中央会では，平成１７年に『組合情報ネットワーク化指導マニュアル』

を作成しており，中小企業組合の IT化のメリット，現状，課題及び指導のポイントにつ

いて紹介している。『組合情報ネットワーク化指導マニュアル』よれば，中小企業の情報

化の発展形態を図３の通り，ステージ１，ステージ２の２つのステージに分けて ITの活用

状況を捉えている。

図表２ IT 経営力指標の４つの発展段階

図表３ 全国中小企業団体中央会「組合情報ネットワーク化」モデル

ステージ１は，個別企業レベルでの情報化である。パソコン等を活用した業務分野単位

での情報化をはじめとして，インターネットによる情報収集やメール活用，社内 LANに

よる情報共有，基幹システムの導入，ERP等の導入による全社的情報管理までとする。
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出所：筆者作成

ステージ２は，企業間ネットワークの活用であり，VANやWeb−EDIによる受発注業

務にウェブサイトによるマーケティングを含めたものとしている。ステージ１の個々の企

業の情報化については，企業内で自由に独自の方法をとることができるが，ステージ２の

企業間のネットワークにおいては，企業や商品に関わる統一のコード化，データファイル

形式，データ伝送メッセージに関わるルール設定等が必要になり，業界や川上から川下ま

での取り決めが不可欠となる。

２ 中小企業組合 IT 化段階の定義

IT化の発展段階については，経済産業省の「IT経営力指標」における４つの発展段階

と全国中小企業団体中央会の『組合情報ネットワーク化指導マニュアル』による２つの発

展段階等があるが，ここにおいては，前述の IT化の発展段階を参考に中小企業組合の IT

化の段階を３つに分類する（図表４）。

これまで中小企業や中小企業組合の IT化の発展段階について社内と社外又は導入から

成熟までの発達過程を段階として捉えた調査が行われている。ステージ１は，組織内の情

報共有及び業務を効率化することを「組織内業務型の IT化」とする。ステージ２は，組

織外と情報を共用化及び業務を効率化することを「組織外業務型の IT化」とする。ステ

ージ１とステージ２は，主として業務効率化に関わるステージであり，バリューチェーン

やサプライチェーンにも関わるステージである。

図表４ 中小企業組合 IT 化発展段階の定義

経済産業省の「IT経営力指標」の米国や韓国へのアンケート調査結果からは，新規案

件の受注が高まった，売上高が高まった，利益率が高まった，新商品・サービスの開発に

つながった等販売・マーケティングに関わる効果が示されており，日本の中小企業の約３

倍以上の効果となっている（図表５）。日本では，米国や韓国のようなマーケットに対す

る IT化の効果が著しい効果がでていない。今後は，商品開発，マーケティング等にも IT
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出所：経済産業省［２０１０］『「IT経営力指標」を用いた企業の IT利活用に関する現状調査』を参考に筆者作成

化の効果が期待されるところである。

図表５ 日米韓の IT 投資の効果

そこで，ステージ３は，組織内と組織外の ITの発展段階に加えマーケットの概念とし

て顧客情報型の発展段階を取り入れた。ステージ３は，ソーシャルネットワークシステム

等を利用しマーケット情報を経営活動に活用する「マーケットとネットワーク型の IT化」

とする。これはステージ１及びステージ２の業務効率化の推進を主とした IT化とは異な

り，マーケットに対する IT化の進捗状況を示すものである。

３ 中小企業の現状の課題

平成２２年の経済産業省「IT経営力指標」を用いた企業の IT利活用に関する現状調査で

は，前述の企業の IT化の段階をステージ１からステージ４までに分類してアンケート結

果を集計している。４つのステージとは，前述した通り，「IT導入段階」，「部門内最適化

段階」，「組織全体最適化段階」，「企業・産業横断的最適化段階」である。

図表６の通り，日本企業の各段階の割合は，ステージ１が１０．９％，ステージ２が５６．９％，

ステージ３が２７．０％，ステージ４が５．２％となっており，日本企業の大部分がステージ２

に属していることがわかる。これにより，７割の日本企業は ITの活用が部門内までの浸透

で止まっており，組織内全体の最適化及び企業を越えた IT活用を合わせて３割しかない

という結果が示されている。

韓国のステージ３の組織内最適化及びステージ４の企業を越えて最適化を合わせて５

割，米国の組織内最適化及び企業を越えて最適化を合わせて６割を超えているのに比べる

とグローバルな競争環境のもとでの IT化の遅れが明らかになっている。

図表７は，日本の企業を大企業と中小企業に分類した上で企業の IT化を４つのステー
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出所：経済産業省［２０１０］『「IT経営力指標」を用いた企業の IT利活用に関する現状調査』を参考に筆者作成

ジに分け集計した結果である。中小企業では，第１段階が１７．９％，第２段階が６２．３％，第

３段階が１７．７％，第４段階が２．０％となっており，ステージ１の IT導入をしたばかりの段

階及びステージ２の部門内最適の段階で８割を占めており，グローバルな視野での競争か

ら大きく立ち遅れていることが明らかである。特にステージ４において米国や韓国の企業

が１５％を越えていることに比較して，日本の中小企業 IT化の企業・産業横断的最適化段

階は２％であり，グローバルな視点から見たサプライチェーンに対する IT化は劣位にあ

ると言える。

図表６ 日米韓の企業 IT 化４つのステージ
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出所：経済産業省［２０１０］『「IT経営力指標」を用いた企業の IT利活用に関する現状調査』を参考に筆者作成

出所：経済産業省［２０１０］『「IT経営力指標」を用いた企業の IT利活用に関する現状調査』を参考に筆者作成

図表７ 大企業・中小企業別 IT 化４つのステージ

図表８ IT 活用に関する人材の育成

図表８は，IT活用に関する人材の育成に関するアンケート調査である。中小企業では

約８５％がステージ１のレベルであり，人材育成が課題となっている。

IT活用に関する人材の課題の具体的内容として，ステージ１においては担当者が１名

しかおらず，レベルが低い状態という課題があげられている。ステージ２では社内に専任

者を抱える余裕がない，IT要員の高齢化，リテラシーの底上げができない，人材不足等
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があげられている。ステージ３は IT教育が十分でなく人材育成が必要，特定かつ少数の

社員に IT資源が集中している，IT専門知識だけでなく全社的な知識が必要とされる等が

挙げられている。ステージ４は次世代リーダーとしての育成，ITそのものよりも ITを活

用できる人材育成，IT戦略を立案できる人材の育成等が課題としてあげている。

CIO（Chief Information Officer）に対する意識調査においては，米国及び韓国が８０％以

上の企業が研修やキャリアを積ませ一定の能力水準を明確にしているのに対して日本では

約７０％が何も行っていないという結果がでており，ITの重要に反して人材教育に対する

認識が不足している。

「IT経営力指標」調査においては，日本の中小企業に対する課題として，①グローバ

ル環境における IT化の遅れ，②企業・産業横断的最適化に対する IT化の遅れ，③ IT化

人材育成の遅れが指摘されている。

Ⅲ 中小企業組合の IT 化の意義

１ マクロ環境における IT の動向

マクロ環境における ITの１つ目の動向は，インターネットに代表される情報ネットワ

ークとしての動向である。インターネットは，グローバルに拡大し続けており，Apple社

のような端末メーカーや Google,Facebookに代表されるような巨大な情報検索エンジンを

用いて情報提供するネット企業を誕生させている。ITのイノベーションによって新しい

ビジネスモデルを持った企業が出現している。

日本において注目されるのは医療や労働分野の IT化であり，例えば遠隔医療による地

方の医師不足への対応やテレワークの促進による高齢者や女性の就業機会拡大について期

待されている４。その他，世界人口が７０億人を超え５，年間３，０００ドル以下で生活する世界人

口のおよそ７０％の貧困層に対するマーケティングである BOP（Base of the pyramid）がグ

ローバルに展開されており，こうした BOP層に対する携帯電話やインターネットの普及

に伴い SNS，モバイルファイナンス等の期待も高まっている。

相馬一天：中小企業組合の IT化に関する研究

４ 総務省［２０１２］『平成２４年版情報通信白書』。
５ 国連［２０１１］『世界人口白書２０１１』。（http://www.unfpa.or.jp/publications/index.php?eid＝０００３１，visited at２０１３０１１３）．
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出所：The Boston Consulting Group［２０１２］，The＄４．２Trillion Opportunity : The Internet Economy in the G－２０．

図表９ ２０１６年（平成２８年）インターネットエコノミーのGDPに占める割合

図表９の通り，インターネットエコノミーの GDPに対する割合は，G２０で平成２２年に

２．３兆米ドルであるが平成２８年までに４．２兆米ドルまで成長し，特に新興国での増加率は年

約１８％であるとボストンコンサルティングが予想している。

経済産業省商務情報政策局は，平成２２年の情報経済新戦略において，日本の ITに関わ

る国際競争力について，低下要因を分析している。エレクトロニクス産業においては，イ

ンターフェイスが標準化されてオープンになったことで部品がモジュール化したことで中

国，韓国とのコスト競争に劣位となった原因の一つと考えられている。

海外の有力プレイヤーは，技術の一部をオープンにして一定の規格に合った部品であれ

ば内部はブラックボックス化された仕様のものでも構わないとするシステムであるモジュ

ール化を進めた。図表１０は，モジュール化の例を示した。モジュール化によるオープンシ

ステムをとるメーカーは，価格の安い部品を調達するともに自社が得意としている分野を

ブラックボックス化し，競争力を保ち利益を十分に確保する戦略をとっている。

図表１１は，スマイルカーブを表したものである。製品の川上から川下までの流れ，つま

り企画開発から販売，アフターサービスまでの流れと，製品の付加価値との関係において

スマイルカーブの考え方が当てはまる。製品企画・開発から，部品調達，機器の組立，物

流，販売後のアフターサービスまで，一連の流れの中で，両側にある製品企画・開発やア

フターサービス部門よりも，中央に位置する機器の組立製造においては，付加価値（収益

性）が低いという考え方である。
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出所：筆者作成

出所：総務省［２０１２］「平成２４年版情報通信白書」を参考に筆者作成

図表１０ モジュール化の例

図表１１ スマイルカーブの図

先進国のメーカーは，収益性の低い部門について，製品設計・試作・生産・発送等を一

括受託する EMS（Electronics Manufacturing Service）によって海外に外注し，経営資源を

製品企画・開発，アフターサービス等自社の重点分野や得意分野に経営資源を集中させる

手法が増加している。

代表的な例が Apple社のモジュール化されたシステムであり，Apple社は，得意分野に

集中することで，利益を最大化している。iPhoneは，携帯電話で使い難い機能をタッチ

スクリーンにより使い易くすることで，従来の技術を用いながら新しい価値を提供した。

iPhoneの製品戦略では部分的にブラックボックスとしながら，アプケーションシステム

については，オープンシステムをとっている。

２ 業務効率化

業務効率化を表した分析にバリューチェーンがある。バリューとは，ベネフィット（利

得）からコスト（費用）を引いたものである６。すなわち，ベネフィットが少なく，コス

相馬一天：中小企業組合の IT化に関する研究

６ フィリップコトラー，ケイリーアームストロング［２０００］『コトラーのマーケティング入門』
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出所：ポーター，M.E．［１９８５］『競争優位の戦略』を参考に筆者作成

トが多いのであれば，それを改善するか，改善ができないのであればアウトソーシングし

てしまう，と言う経営判断をするためのツールの１つでもある。

バリューチェーンは２つの活動に分ける。１つは購買，製造（オペレーション），出荷

物流，マーケティングと販売，サービスの５段階からなる主活動である。もう１つは，支

援活動であり，企業インフラ，人材資源管理，技術開発，調達で構成されている。図表１２

は，価値を高めるためのバリューチェーンの一例である。バリューチェーンでは，業務を

分類したうえでさらに細かく業務やコストの見直すことで，より高い価値を生み出すこと

を目的としている。

もともとバリューチェーンは，自社が川上や川下の企業をM&Aで垂直統合すべきか，

否か等の経営判断に用いられてきたが，モジュール化が進むにつれて垂直統合だけでなく

水平統合も重視されるようになっている。

バリューチェーンは，一企業の分析だけに用いるものではない。自社が下請け企業とし

て組立のみを請け負っているのであれば，その上流の部品工場やその下流の販売会社との

大きなバリューチェーンを意識しなければならない。もし，自社がある産業の川上，川下

と言う全体枠組みの中の一部分を担う事業を経営しており，バリューが著しく低下した場

合，同様の事業を行っているライバル企業が自社に取って代わると言う悲劇が生じないと

は限らないのである。

下請企業である場合には，上流と下流を見ながら，自社のビジネスモデルが他社に取っ

て代わられないかを意識する必要がある。

図表１２ バリューチェーンの例

３ SNSが企業に与える影響

ここでは，そのスマートフォンと SNSが企業に与える影響について述べる。何故，企

業がスマートフォンや SNSについて知る必要があるかというと，買い手の行動が変化し

相馬一天：中小企業組合の IT化に関する研究
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ているからである。買い手は，商品の情報をインターネットで簡単に手に入れることがで

きるからである。自社が通信販売をしているか，いないかに関わらず買い手は，インター

ネットからいつでも情報を手に入れる。自社が商品を公開していないならば，ライバルで

ある競合企業の情報を参考にしている。そして，SNSによってクチコミから製品の特性

や機能等についてパンフレットにはない多くの情報を手に入れることができる。

企業が綿密に計画したマーケティングミックスにはお構いなしに，Facebook,Twitter,mixi

等の SNSによって購買のプロセスが開始され，購買意思決定がなされることもある。Twit-

terでつぶやかれる不満，Facebookでの会話，mixiの評判等でライバルの競合企業は，既

に新たな営業会議を行っているかも知れない。買い手の行動様式が変化したことで，競合

企業の行動も変化している。SNSをやったことがないという理由で避けて通ることはで

きない。

一部の SNSは，広告サービスも展開しており，広告によって配信された数，クリック

回数，ユーザーからの反応等のデータの解析が可能である。顧客情報の収集の点では，SNS

をやったことがないとか，やり方を知らないと言うだけの理由で避けて通ることができな

い状況になっている。一部の SNSは，広告サービスも展開しており，広告によって配信

された数，クリック回数，ユーザーからの反応等のデータの解析が可能である。SNSの

機能を利用することで一定の消費者行動を予測するマーケティング活動に役立てることが

可能となる。

４ マーケティングから見た IT 化の意義

マーケットに対するアプローチの方法はさまざまであるが，IT化を視野に入れた一つ

の方法を考察する。まず，①マーケット規模を予測し，②マーケットの成長のポテンシャ

ルを推定する。次に，③自社の市場シェアを想定し，④その市場シェアをどうして獲得で

きるのか理由を作る。そして，⑤アプローチする優先順位を設ける。

①のマーケット規模の予想は，地理情報や特定顧客層等に対する予想である。②マーケ

ットの成長ポテンシャルは，地理的には都市計画や地域の開発計画の他，日中人口や夜間

人口などからも推測できる。③自社の市場シェアは現在の競合との関係から推定ができる

ことが多い。④市場シェアを獲得できる理由作りをする。本来は，③において目標の設定

を行うが，実際は少しアグレッシブな目標設定をしてしまいがちである。そのため，どの

ような戦略により目標の数値を達成できるかの仕掛けを作る必要がある。⑤アプローチす

べきセグメントに対して優先順位をつける。優先順位は，通常，最初に成長ポテンシャル

の高いセグメントであり，次に市場シェアの低いセグメントに対するアプローチである。

間もなく我々は，ビッグデータと呼ばれる膨大なデータからマーケティング計画を設定

できるようになるといわれている７。しかしながら，当面は手短にある ITツールによって

相馬一天：中小企業組合の IT化に関する研究

７ McAfee, Andrew and Bryniolfsson, Erik［２０１２］，Big Data: The Management Revolution”, Harvard Business Review.
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出所：Rogers, E.M．［１９６２］，Diffusion of innovations．を参考に筆者作成

作業を進めることになる。すなわち，インターネット，SNS，スマートフォンが顧客との

接点を広げるツールとなるであろう。

マーケティングのアプローチにおいて一般的な考え方の一つにライフサイクルがある。

図表１３のライフサイクルの図には一般的に４つの時期がある。導入期，成長期，成熟期，

衰退期である。製品の導入期は，製品が市場に出たばかりなので，製品の説明を中心とし

たプロモーションが必要になる。成長期になるとライバルが市場に急増するので競合との

比較や差別化が必要となる。成熟期はライバルの製品との機能性の違いも大きく変わらな

くなるためイメージが重要になる。衰退期には知名度が十分に浸透しているし，衰退する

一方であるためプロモーションの効果は限定的である。こうした点に注意してインターネ

ットでのプロモーション活動を行うことが求められている。インターネットやスマートフ

ォンのアプリケーションを用いれば，集客力が高まるという訳ではなく，IT化において

も製品のライフサイクルに相応のマーケティング対策が必要となるである。

図表１３ 製品ライフサイクル

Ⅳ 中小企業及び中小企業組合の IT 化のフレームワーク

１ 取引コスト理論

市場では見えざる手によって取引コストが決定される。しかし，Williamson［１９７５］に

よれば，企業と言う組織では社長等の意思決定機関が存在するため固有の取引コストがか

かるが，それが市場の取引コストを上回るようであれば，取引は企業を通さず市場で行わ

れる８。

図表１４は，市場で取引が行われるコストと企業内部で生産する際の組織のコストを表し

ている。市場の取引コストが低ければ，市場で調達が行われ，企業内での取引コストが低

相馬一天：中小企業組合の IT化に関する研究

８ Williamson, O.E., Markets and Hierarchies［１９７５］，Market and Hierarchies.
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出所：篠�彰彦［２００３］『情報技術革新の経済効果―日米経済の明暗と逆転』を参考に著者作成

出所：篠�彰彦［２００３］『情報技術革新の経済効果―日米経済の明暗と逆転』を参考に筆者作成

ければ，企業で取引が行われる。よって，企業活動は，市場調達と組織化が交差する最も

取引コストが少ないところが適正なコストとなり得る。

理論的には，図表１５の通り，IT化によって市場における取引コストと企業内取引コス

トが減少することにより，総取引コストは低減する。

しかしながら，取引においては情報が存在し，情報の偏りによって情報の非対称性が生

じる。例えば，図表１６のように中古車の売り手は，その中古車が良質の中古車か，欠陥の

多い中古車かを知っているが，買い手は，それを知らない。つまり，情報には，情報を持

つ者と情報を持たない者の非対称が存在している。情報を持たない中古車の買い手は，情

報を得るために中古車の売り手よりも多くの取引コストを要するのである。つまり，情報

が非対称の状態で情報の対称性を獲得するにはコストが高いのである。

図表１４ 市場の取引コストと組織の取引コスト

図表１５ IT 化による総取引コストの低減
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出所：筆者作成

出所：篠�彰彦［２００３］『情報技術革新の経済効果―日米経済の明暗と逆転』を参考に筆者作成

図表１６ 情報の非対称性

例えば，企業の IT化において，市場での調達コストが高い場合，図表１７の通り組織内

において賄うことで取引コストを抑えることができる。よって，組織内での設備投資や社

内研修によって人材育成する等組織化を推進するのである。

図表１７ 組織化割合が高い取引コスト

一方，組織内の取引コストが市場での取引コストより高い場合，図表１８の通り，経済合

理的には市場での調達がなされる。つまり，外部調達やアウトソーシング等である。先に

述べた Apple社におけるモジュール化においては，自社の強み以外は組織外部で賄ってい

る。
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出所：篠�彰彦［２００３］『情報技術革新の経済効果―日米経済の明暗と逆転』を参考に筆者作成

出所：筆者作成

図表１８ 市場化割合が高い取引コスト

２ 発展段階別 IT 化のフレームワーク

中小企業及び中小企業組合においては，IT化の発展段階に応じて市場化又は組織化が

なされるという前提で発展段階別 IT化のフレームワークを図表１９に示した。

図表１９ 発展段階別 IT 化のフレームワーク

ステージ１は，組織内部の IT化であり，市場の取引コストが低ければアウトソーシン

グ等を活用した Aでの活動が行われる。組織内の取引コストが低ければ企業内の投資や

人材育成と言った Bでの活動が行われる。前述の「IT経営力指標」においては，中小企

業の人材育成の約９９％が「IT導入段階」，「部門内最適化段階」，「組織全体最適化段階」

において行われており，フレームワークの Bの活動，すなわち，組織内の取引コストが

低いことが分かる。

ステージ２は，対組織外部に向けた IT化である。「IT経営力指標」の「企業・産業横

断的最適化段階」である。同調査の中小企業では，ほとんど人材育成がなされておらず，
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組織の取引コストが高く，市場での取引コストが低いのではないか，と仮定することがで

きる。つまり，市場での取引コストが低いであろう Cの活動が盛んに行われており，組

織内の投資や人材育成活動の Dの活動は少ないと言う仮定である。

ステージ３は，対顧客の IT化である。顧客の情報を対象とした調査結果に該当する結

果がないものの，全国中小企業団体中央会の事例調査から成功している組合の事例では，

組合内部で人材を雇用・育成する活動がなされていた。これによって組織内の取引コスト

が低いとは必ずしも言えないが，取引コストの高低を問わず，中小企業組合としての組織

内での取組みの必要性について検討する必要があろう。市場での取引コストよりも組織内

の取引コストを軽減し，組織内の設備投資や人材育成を促進する点において政策として補

助事業の役割は期待される。日本の中小企業がグローバルな環境で生き残るために IT化

を推し進める政策が望まれる。

まとめると，中小企業及び中小企業組合の組織内 IT化においては，市場の取引コスト

は高く，組織内の取引コストは低い。同様に対組織外の IT化においては市場コストが低

く，組織内の取引コストは高いと仮定し得る。対顧客の IT化を推進する点において補助

事業による市場と組織内の取引コストの調整が重要となる。

Ⅴ 中小企業組合の IT 化の検証

１ 事業協同組合の共同事業と組合基盤

平成２３年３月の事業協同組合実態調査のアンケート結果の要点をあげる。調査において

ITに関する調査項目は，①インターネットの活用状況について，② ITの利用状況の２つ

であった。

まず，インターネットの活用状況においては，最も多かったのは，「電子メールでの情

報発信」が約４５％，次いでホームページによる情報発信４５％であった。そして，「ITは活

用してない」が２５％という結果であった。

次に，ITの利用状況では，最も多かったのは，「ITは利用していない」が３９％，次いで

「パッケージソフトを利用している」であった。その次は，「組合で情報システムを開発

して利用」である。このとき SNSを利用している企業はわずか２％である。

２ 中小企業組合調査

平成２４年中小企業組合調査におけるアンケート集計の要点と成功事例をあげる９。まず，

アンケート結果からは，IT活用の取組み内容として，最も多いのが「Web,VPN等による

組合と組合員及び取引先とのネットワークの活用」が約４２％，次いで「経理業務担当，業

務分野でのシステム導入」が２５％であった。Twitter,Facebook等の SNSの利用は１７％であ

相馬一天：中小企業組合の IT化に関する研究

９ 全国中小企業団体中央会［２０１２］『事業共同組合の協同事業と組合基盤（事業共同組合実態調査報告書）』

日本経済大学大学院紀要２０１３年，Vol.1,No.1

－ 251－



った。

成功事例としては，一部の温泉旅館協同組合や商店街の若手組合員を中心に SNSやWeb

サイトを活用した情報発信している事例が数件あり，Webサイトでの予約も実施されて

いた。SNSの認知度が上昇していること，若手の組合員が新たな手法を積極的に取り入

れていることも SNS活用数増加の理由である。

ある卸売協同組合においては，組合員の販路拡大のために BtoB及び BtoCに対するWeb

サイトによる通信販売システムを構築している。まず，組合で BtoB及び BtoCのポータ

ルサイトを作成し，製品をアップするときには組合側の専任担当者が組合員のサポートを

行い製品のアップまできめ細かく指導している。

Ⅵ まとめ

１ 組織内及び企業間の情報共有と業務効率化のための IT 化

中小企業組合の IT化の３つの段階のうち，ステージ１とステージ２においては，情報

共有及び業務を効率化が IT化におけるポイントである。特にステージ２は，企業を越え

て組織間の IT化を進めるため企業間あるいは組織間に共通のルールの設定が重要にな

る。

２ マーケットに関わる IT 化

中小企業組合の IT化の３つの段階のうちのステージ３がマーケット情報を経営活動に

活用するための IT化である。SNS等を活用しマーケット情報を経営活動に活用する段階

であり，直接マーケットの反応を確認することが可能である。IT化によりマーケット規

模を予測し，マーケットの成長のポテンシャルを推定する為に有用と考えられる情報収集

を行う。そして，魅力あるセグメントからそうでもないセグメントまでヒートマップ１０等

を作成し，優先順位の高いターゲットから順にマーケティングを実施することも一案であ

る。

中小企業組合において販売力，マーケティング力の強化は重視されており，ステージ３

の IT化は重要性が高く，今後更なるアウトソーシングや企業内の設備投資をはじめ人材

育成等の投資活動が望ましい。中小企業及び中小企業組合の IT化フレームで述べた通り

ステージ３の対顧客の IT化においては，組合主導による IT化の取組みが望まれる。

３ IT に関わる人材の育成

グローバルレベルで IT化が劣位にある日本企業の IT化を改善させるために重要な課題

の一つとなっているのが，人材育成である。経済産業省「IT経営力指標」のアンケート
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調査にあるとおり，中小企業では約８５％がステージ１のレベルであり，中小企業組合にお

いても同様に課題となっている。

IT活用に関する人材の課題に共通しているのは，人材がいないということである。社

内に専任者を抱える余裕がないというアンケート結果から IT化がコスト負担として捉え

られていることがわかる。その他，IT要員の高齢化による問題や少数の社員に IT資源が

集中している問題，ITそのものよりも ITを活用できる人材の育成が望まれている。CIO

に対する意識調査においても ITの重要性が高いにも関わらず，人材教育は IT化導入段階

で留まっている。

IT化のフレームワークでの考察では，ステージ１の組織内取引コストが低く，市場取

引コストが高いことで人材教育が進んでおり，ステージ２では組織内取引コストは高くな

り，市場取引コストが低いことで人材教育が進んでいないと仮定した。経済産業省の「IT

経営力指標」の日本，米国及び韓国へのアンケート調査結果では，相対的に日本の IT化

は発展途上であり，図表１５のように IT化によって総取引コストが低減しているとは言い

難い。中小企業庁では，平成２４年に CIO育成や IT活用に対する支援事業を行っており，

中小企業の組織化面の取引コスト低減の効果が期待されている。

４ 中小企業組合における組合員のメリット

米国，韓国の例からは IT化による新規案件の受注，売上高増加，利益率増加，新商品

・サービスの開発等販売・マーケティングに関わる効果が示されており，さらに，人材教

育が重要であることが分かる。中小企業組合は組合主導によって積極的に補助事業を活用

し IT化を推進する取組みが期待される。

中小企業組合はその存在意義を試されている。新たな付加価値を組合員に提供できなけ

れば，その存在意義を失ってしまうかも知れない。中小企業組合の IT化は一つのチャン

スである。組合員ができない IT化を先立って実施してしまい，先行事例を示すことも必

要ではないだろうか。先行事例が失敗したら，失敗の経験やその理由を組合員に示すこと

で共通する知識やノウハウが蓄積される。

従来は，他の組織に対する窓口として，何もしなくても利益の代表団体として手数料が

入っていたのではないだろうか。しかしながら，SNSが企業に与える影響で述べたとお

り，買い手の行動が変化した点を考慮する必要がある。売協同組合の事例にもある通り，

組合が先んじて BtoB,BtoCのWebサイトを活用した顧客開拓を実施している。

製品の川上から川下までの流れにおけるスマイルカーブにおいて組立製造は，儲からな

いという結果がでている。収益性の高いことで著名な Apple社は，得意分野に集中し，収

益性の低い部門については EMSに外注している。組合においては，組合員の事業のポジ

ショニングに留意し，付加価値の低い事業から付加価値の高い事業への転換について検討

をすることも一案である。
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業務効率，マーケティング，人材教育の３つの点で IT化の重要性が認識された。中小

企業組合においては組合員からの要望を待つ組合から ITを活用して組合員に働きかける

アグレッシブな組合への転換が望まれる。
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